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島根県のプロフィール 

人口  

面積  

県内総生産（名目） 

1人当たり県民所得 

 717千人 【全国第46位（H22国勢調査）】 

  6,707km2 【全国第19位 】 

2兆3,420億円  【全国第45位（H24県民経済計算）】 

  2,363千円  【全国第43位（H24県民経済計算）】 

平成25年9月9日 
隠岐ジオパーク世界認定！ 

「世界ジオパーク」 

世界的に貴重な地質・地形であって、考古学的・
生態学的もしくは文化的な価値を有する地域 

出雲大社 
大遷宮(H25～H28)の観光客増による県
内への経済波及効果は344億円 

縁結びの神様として知られ、年間665万人
が訪れる 

H19に世界遺産（文化遺産）登録 
周囲の自然と一体となった文化的景観を
形成 

 合計特殊出生率は1.65で全国第3位（H25） 

 東西に長く、特に海岸線は 1,000㎞以上 
 隠岐の島、宍道湖・中海などの豊かな自然 
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平成27年7月8日  松江城天守  国宝指定！ 
天守は江戸時代初期に建造され、山陰
地方唯一の現存例 

日本さくら名所100選、都市景観100選 

石見銀山 



【観光トピックなど】 

島根県のプロフィール 

観光客数の増加・定着 住みやすい環境の実現 

【島根の住環境】 

2012年 「古事記編纂1300年」 

2013年 「出雲大社平成の大遷宮」 ※経済波及効果344億円 

2014年 高円宮家典子さまと千家国麿さん御結婚 
錦織圭選手（松江市出身） 全米オープン準優勝 

2015年 「松江城天守」の国宝指定 

近年の島根ゆかりの話題 

島根の話題性 
 美肌県グランプリに3年連続で決定※（株）ポーラ調べ 

 「暮らしやすさ」総合評価ランキングTOP10に県内5市が

ランクイン※経済産業省調べ 

 行って良かった国内旅行人気ランキング 

子育て・医療 
 育児をしている女性の有業率は、全国1位 

※25～44歳の育児をしている女性（出典：総務省統計局 平成24年度調査） 

 10万人あたり保育所数は、全国1位 
（出典：社会生活統計指標2015［総務省］） 

 10万人あたり一般診療所数は、全国2位 
（出典：社会生活統計指標2015［総務省］） 

「出雲大社」第2位 
（出典：2015年 地球の歩き方アンケート） 

犯罪・地震 
 刑法犯の認知件数の少なさは、全国4位 

（出典：平成27年版警察白書［警察庁］） 

 地震発生の確率が低く、地震の少ない地域 
（出典：文部科学省地震調査研究推進本部） 

県民性 
 都道府県税徴収率6年連続全国1位 
 前回総選挙投票率全国1位 
 ボランティア活動参加率全国2位 
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島根県のプロフィール 
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地震発生の可能性 島根の産業集積（鋳造関連産業） 

島根の産業集積（特殊鋼関連産業） 
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※H27年度は7月末現在 

企業立地の実績 



２ 島根県財政の状況 



25年度普通会計の決算収支と主な財政指標 

※「基金残高」には減債基金の満期一括勘定分は含んでいない。 

項目 24年度決算 25年度決算 

収
支 

歳入総額 5,399億円 5,427億円 
歳出総額 5,252億円 5,236億円 
形式収支 147億円 191億円 
翌年度繰越財源 99億円 138億円 
実質収支 48億円 53億円 
実質単年度収支 55億円 28億円 

残
高 

県債残高 9,942億円 9,915億円 
基金残高 598億円 524億円 
  うち減債・財政調整基金 219億円 196億円 

指
標 

財政力指数 0.22137     0.22401     
経常収支比率 89.8%     89.8%     

健
全
化 

判
断
比
率 

実質赤字比率 該当なし 該当なし 
連結実質赤字比率 該当なし 該当なし 
実質公債費比率 14.6%     13.2%     
将来負担比率 179.7%     178.2%     
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25年度普通会計決算の歳入・歳出 

実質収支53億円 = 歳入5,427億円 - （歳出5,236億円 + 翌年度繰越財源138億円） 

（億円） 

県税 
638 
12% 繰入金 

191 
4% 

諸収入 
677 
12% 

繰越金ほか 
244 
4% 

地方交付税 
1,841 
34% 

国庫支出金 
895 
16% 

地方 
譲与税等 

139 
3% 

県債 
802 
15% 

人件費 
1,142 
22% 

公債費 
950 
18% 

扶助費 
101 
2% 

普通建設 
事業費 
1,222 
23% 

災害復旧 
事業費 

35 
1% 

物件費・補助

費等 
913 
17% 

貸付金 
633 
12% 

その他 
240 
5% 

歳入 
5,427 

歳出 
5,236 

依存財源 
（68%） 

自主財源 
（32%） 

投資的経費 
（24%） 

義務的経費 
（42%） 

その他経費 
（34%） 
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 歳入の自主財源は全国的には低い一方で、義務的経費が少ないことから、財政の弾力性が高い 



歳入決算額の推移（普通会計決算） 

 平成25年度は、企業業績の回復により法人事業税（+1,120百万円）、地方法人特別譲与税（+1,843百
万円）が増加した一方で、普通交付税（▲1,522百万円）が減少 

 自主財源は安定推移している中、依存財源は平成11年をピークに縮小傾向にあるため、自主財源比率

は上がって来ている 
（億円） （億円） 
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歳出規模の推移（普通会計決算） 
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 平成21年度以降は、国の経済対策の実施により平成20年度比で増加したが、平成11年度の約73%に

歳出規模を抑制（全国の対平成11年度比：約92%（東日本大震災除き約88%）） 
 また、投資的経費は平成11年度の1/2以下に削減 

2,407  2,469 2,430 2,616 
3,101 3,190 2,761 2,767 2,412 1,998 1,820 1,649 1,357 1,301 1,186  1,329  1,316  1,176  1,191  1,257  

2,426  2,040 2,136 2,180 
2,248 2,383 

2,431 2,511 
2,595 

2,511 2,459 2,407 
2,404 2,363 2,369  2,307  2,370  2,283  2,253  2,193  

1,268  
1,330 1,298 

1,339 

1,576 1,566 
1,604 1,533 

1,511 
1,552 

1,516 
1,442 

1,498 1,478 1,516 
2,115 1,785  1,897  1,808  1,786  

6,101  
5,839 5,864 

6,135 

6,925 7,139 
6,796 6,811 

6,518 
6,061 

5,795 
5,498 

5,259 5,142 5,071 

5,751 
5,471  5,356  5,252  5,236  
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投資的経費 義務的経費 その他経費 

歳出抑制 
H25/H11=73％ 

投資的経費 
H25/H11=39% 

（億円） 



［特徴①］県債発行額及び公債費 

 平成25年度決算：平成17年度以降9年連続で公債費以下に発行額を抑制 
  【発行額 802億円＜公債費 950億円（元金829億円、利子121億円）】 

797  

931  
833  

996  

1,401  1,401  

1,205  

1,404  

1,289  
1,226  

1,173  

897  

734  718  703  

937  939 

740 
818 802  

543  540  596  606  671  
818  886  952  

1,045  1,076  1,053  1,054  1,054  1,029  1,058  1,032  1,099  
1,009  951 950  
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県債発行額 公債費 

（億円） 
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［特徴②］県債残高 

 普通会計全体の県債残高は、平成17年度をピークに減少に転じている 
 地方交付税で100%措置される臨時財政対策債を除いた通常県債残高は平成14年度をピークに減少 
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4,705  
5,311  

5,772  
6,389  

7,345  

8,158  
8,705  

9,264  9,472  9,380  9,364  9,151  8,859  8,574  
8,197  7,887  7,573  7,280  7,104  6,897  

116  
366  810  1,129  1,367  1,513  1,656  1,839  2,205  2,501  2,665  2,838  3,018  

4,705  
5,311  

5,772  
6,389  

7,345  

8,158  
8,705  

9,380  
9,838  

10,190  10,493  10,518  10,372  10,230  10,036  10,092  10,074  9,945  9,942  9,915  

0
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4,000
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8,000
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12,000
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臨時財政対策債 通常債 

)億円( 
H14:通常債のピーク 

H17:県債残高のピーク 

［臨時財政対策債］

　地方交付税の振替として発行する地方債。

　後年度元利償還金の全額が地方交付税措置される。



交付税等で 
措置される部分 
 3,772億円 

臨時財政対策債 
3,018億円  

実質的な負担部分 
 3,125億円 

99.0  98.9  
96.6  

93.5  

90.5  

86.5  

83.2  

80.0  76.9  
75.0 

72.8 

100.0  

100.1  100.4  
98.5  

96.8  
96.2  

95.4  96.0  
93.6  

91.5  
89.3  

86.5  

  

100.3  101.1  
99.0  

97.3  96.6  95.9  97.0  
94.5  

92.6  

90.1  
87.2  

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

島根県 全国平均 市場公募団体平均 

［特徴③］県債残高（その2） 

 県債残高9,915億円のうち、実質的な負担部分は3割強 
 地方債残高減少率は全国平均以上 

実質的な負担部分は3割強 地方債残高減少率は全国平均以上 
（※臨時財政対策債除き、本県試算） 

※満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を除く。 

［残 高］ 
9,915億円 

68％ 

32％ 
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※H14年度末残高を100とした場合 



［特徴④］実質公債費比率 

 平成25年度決算においては、3ヵ年平均（H23～H25）で13.2% 
 県債発行額の抑制などこれまでの取組により、平成17年度の算定開始以降で最低値 
 全国順位は11位で、前年度の20位から大きく上昇 

なお、島根県では、実質公債費比率の算定における満期一括方式の地方債積立ルール（毎年度の積立

額を発行額の30分の1と設定。H25末残高：約407億円）以上に減債基金への積立（=前倒し積立：300億
円以上）を行っていることもあり、減債基金積立不足は生じていない 

区分 
実質公債費比率 早期健全化 

基準 
財政再生 

基準 （3ヵ年平均） 23年度 24年度 25年度 

実質公債費比率 13.2% 13.7% 12.5% 13.4% 25.0% 35.0% 

  
  
  

公債費 11.4% 11.9% 10.7% 11.6%     

公債費に準ずる経費 1.8% 1.8% 1.8% 1.8%     

減債基金積立不足
に対する加算 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%     
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［特徴⑤］将来負担比率 

 平成25年度は、全国平均200.7%に対し、島根県は178.2%（対前年度▲1.5ポイント） 
 全国順位は14位（前年度：12位） 
 地方債現在高の標準財政規模に対する倍率は3.6倍となるが、償還に充当可能な基金残高及び基準

財政需要額（地方交付税）算入見込額等をふまえた実質的な負担は全国平均を大きく下まわっている 

項目 算定額 構成比 

分子 
（A） 

将
来
負
担
額 

 一般会計等の地方債現在高 1,033,870 83.9% 

 債務負担行為に基づく支出予定額 10,559 0.8% 

 公営企業会計の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 27,119 2.2% 

 組合等の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 3,460 0.3% 

 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 130,406 10.6% 

 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 27,534 2.2% 

 連結実質赤字額 0 0.0% 

 組合等の償還に充当可能な基金 0 0.0% 

 小計 1,232,948 100.0% 

 地方債の償還に充当可能な基金 ▲ 79,444 
   地方債の充当可能な特定の歳入 ▲ 12,909 

 地方債の償還に係る基準財政需要額算入見込額 ▲ 746,776 
分母 
（B） 

 標準財政規模 284,659 
  

 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 ▲ 63,780 

将来負担比率 算定額 （A）/（B）×100 178.2% 
早期健全化基準 

400.0% 

（百万円） 

※「地方債現在高」には、満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を含む。 
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17.9%（H17） → 13.2%（H25） 

［特徴⑥］実質公債費比率・将来負担比率全国比較 

借換債発行中止の取組などにより、将来的な負担を軽減 

実質公債費比率 

227.9%（H19） → 178.2%（H25） 

将来負担比率 

実質公債費比率と将来負担比率の散布図 

90.0

140.0

190.0

240.0

290.0

340.0

7.0 9.0 11.0 13.0 15.0 17.0 19.0 21.0 23.0

H23 H24 H25 

島根県 
実質公債費比率 13.2% 
将来負担比率 178.2% 

将来負担比率全国平均 
200.7% 

実質公債費比率全国平均 
13.5% 

（実質公債費比率） 

（将来負担比率） 
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３ 財政改革の取組 



財政構造改革に向けた取組 

 「財政健全化指針」（H14年12月策定、計画期間:H15～H17年度)  
 「中期財政改革基本方針」（H16年10月策定、計画期間:H16～H18年度） 
＜改革の成果＝収支改善額 309億円＞ 
 行政の効率化・スリム化 100億円 ・・・ 総人件費の抑制、内部管理経費の縮減 など 
 事務事業の見直し・削減 149億円 ・・・ 公共事業費の縮減 など 
 財源の確保など 60億円 ・・・ 新たな地方税の導入、執行段階での節減 など 

 「財政健全化基本方針」（H19年10月策定） 
 計画期間 平成20～29年度（うち集中改革期間 平成20～23年度） 

＜集中改革期間の成果＝収支改善額 214億円＞ 
 集中改革期間後も定員削減の計画的な実施などにより更に収支の改善を図り、概ね10年後において､130
億円程度の基金を確保した上で収支均衡を達成  

 「今後の財政健全化の取組み方針」（H24年3月策定、H26年3月更改） 
 計画期間 平成24～29年度 （うち経過監視期間① 平成24～25年度） 
 （うち経過監視期間② 平成26～27年度） 

＜経過監視期間（H24～H25年度）の成果＝収支改善額 81億円＞ 
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「財政健全化基本方針」集中改革期間の取組 

集中改革期間（平成20～23年度）の最終年度の財政健全化の取組実績 

平成23年度の収支改善目標：200億円程度 → 実績：214億円 

① 行政の効率化・スリム化 〔収支改善目標：90億円程度→実績：73億円〕 
 総人件費の抑制、組織の見直し ・・・ 職員定員削減、給与カットの継続 
 外郭団体・公の施設の見直し ・・・ 団体のスリム化、施設の廃止・譲渡 など 
 内部管理経費の縮減 など 

② 事務事業の見直し 〔収支改善目標：50億円程度→実績：60億円〕 
 公共事業費の縮減 ・・・ 19年度予算比▲30%まで削減 
 一般的な施策経費 ・・・ 19年度予算比▲50%まで削減 
 施設の維持管理経費など経常的な経費 ・・・ 19年度予算比▲10%まで削減 
 その他、義務的な経費、任意性の高い経費を問わず、徹底した歳出の削減を実施 

③ 財源の確保 〔収支改善目標：70億円程度→実績：81億円〕 
 県税収入の確保（課税自主権の活用） ・・・ 水と緑の森づくり税、産業廃棄物減量税、核燃料税 など 
 県有財産の売却や有効活用の促進 ・・・ 未利用財産の売却、特定目的基金の活用 など 
 執行段階での徹底した節減による確保 など 
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「今後の財政健全化の取組み方針」 

 平成20年度から平成23年度までの集中改革期間の取組み実績を土台とし、平成24・25年度の2年間

を、今後の県の財政運営を見極めるための「経過監視期間」と設定 
 国の動向等を注視しながら財政健全化に取り組んできたところ、平成27年度まで「経過監視期間」を延

長し、経済動向等を注視しながら適切な経済財政運営に努める 

経過監視期間における取組実績 

平成24～25年度の収支改善目標：80億円程度 → 実績：81億円 

① 行政の効率化・スリム化 〔収支改善目標： 5億円程度→実績： 5億円〕 
 総人件費の抑制 ・・・ 職員定員削減、管理職手当や特別職・議員報酬の特例減額 
 内部管理経費の見直し ・・・ 総務事務センターの設置 など 

② 事務事業の見直し 〔収支改善目標： 5億円程度→実績： 1億円〕 
 公債費の縮減 ・・・ 新規発行の抑制、繰上償還等による負担抑制 

③ 財源の確保 〔収支改善目標：70億円程度→実績：75億円〕 
 県有財産の売却や有効活用の促進 ・・・ 未利用財産の売却、特定目的基金の活用 など 
 地方交付税等の確保 
 執行段階での徹底した節減 など 
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「今後の財政健全化の取組み方針」 

経過監視期間における具体的取組 

平成26～27年度の収支改善目標：80億円程度 
① 行政の効率化・スリム化 〔平成26～27年度の取組みの目安 5億円〕 

 総人件費の抑制 
– 職員定数の削減 平成14年度を起点として平成29年度に1,300人程度の削減 
– 給与の縮減 知事：給与の20%減額、副知事：給与の15%減額、一般職：管理職手当の10～12.5%減額 

 組織等の見直し、内部管理経費の見直し、公の施設等の見直し など 
② 事務事業の見直し 〔平成26～27年度の取組みの目安 10億円〕 

 特別な需要に基づく経費 
– 年度間変動の大きい建物の改修や設備の更新などについて個別に見直しを実施 

 義務的な経費 
– 義務的な経費について個別に内容の再点検や見直しを実施 
– 企業会計・特別会計について事業毎に合理化・効率化を図り一般会計負担のあり方を検討 
– 新規県債の発行抑制や繰上償還の実施などにより公債費を抑制 

 その他 
– 新たな施設の建設事業については原則行わない 

③ 財源の確保 〔平成26～27年度の取組みの目安 65億円〕 
 県税収入の確保（課税自主権の活用） 
 執行節減等決算段階での財源の確保 
 県有財産の売却や有効活用の促進 など 
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改革前の収支見通し 

財政健全化基本方針で想定した改革実施後の収支見通し 

実績（２７年度については実績見込み） 

(億円) 

基本方針と取組実績（一般会計）〔収支見込額〕 

 「財政健全化基本方針」で目標としている平成29年度における収支均衡に向けて、平成24～27年度は

「今後の財政健全化の取組み方針」に沿った改革を実施 
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改革前の基金残高 

財政健全化基本方針で想定した改革実施後の基金残高 

実績（２７年度については実績見込み） 

(億円) 

基本方針と取組実績（一般会計）〔年度末基金残高〕 

一定程度の規模の基金を確保しつつ改革を推進 

改革前 
▲770 

改革前 
▲530 

改革前 
▲1,020 

改革前 
▲1,540 

改革前 
▲1,285 

改革前 
▲1,785 

改革前 
▲2,030 
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

改革前の収支見通し 
財政健全化基本方針で想定した改革実施後 
実績（26年度については決算見込み） 

基本方針と取組実績（一般会計）〔公債費・地方債残高〕 

 公共事業の縮減など、健全化に向けた取組により、地方債については新規分の発行をできる限り抑制 
 また、繰上償還の実施等により後年度負担の軽減を図っている 
 これらの取組により臨時財政対策債を除く通常債の公債費・地方債残高は着実に縮小する見込み 

公債費の実績（臨財債除き） 地方債残高の実績と推計（臨財債除き） 
（億円） 

  H21 H22 H23 H24 H25 H26 

改革前の 
収支見通し 811 801 813 810 790 792 

財政健全化基本
方針で想定した 
改革実施後 

810 799 810 802 778 774 

実績（26年度につ
いては当初予算） 891 850 768 734 742 696 

20 

（億円） 



４ 平成２７年度当初予算の概要 



予算規模の推移 

 平成27年度一般会計当初予算 5,300億円（ 対前年比 ＋28億円、＋0.5% ） 
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(億円) 



また、財政調整に必要な基金残高を有していることから、行政改革推進債や退職手当債 

 といった、将来の財源を担保とした県債を発行せずに予算編成を実施 

県債発行額及び公債費の状況 

 発行額を公債費以下に抑制することにより、プライマリーバランスの黒字化を実現（臨時財政対策債を

除く） 

発行額を上回る元金償還額 
（臨時財政対策債を除く） 

    発行額     403億円 

    元金償還額  559億円 

    発行額－元金償還額 

            ▲156億円 

公債費 

発行額 

403億円 

646億円 

（臨時財政対策債を除く） 

利子等 
87 

元金 
559 
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「住みやすく、活力ある島根」の実現に向けた施策 
 平成27年度当初予算及び平成26年度2月補正予算においては、「住みやすく、活力ある島根」の実現

に向けた事業に重点的に配分 

重点配分した主な事業 
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木質バイオマス発電への支援  
 木質バイオマス発電施設で需要が高ま

る未利用木材の効率的な集荷に必要な

保管場の整備等を支援 
 島根の豊富な森林資源の有効活用と、

林業現場での雇用拡大を図る 

1.2億円 
(新規事業) 

県内の発電施設の整備状況 
 森林整備加速化・林業再生事業等を活用し、事業者が松江市と

江津市に木質バイオマス発電施設を整備 

所在地 発電規模 年間発電量 燃料消費量 燃料 

江津市 12,700kw 8,600万kwh 115,000ｔ/年 
木質バイオマス、 
輸入ヤシ殻 

松江市 6,250kw 4,950万kwh 88,000ｔ/年 木質バイオマス 

IT産業の振興 
 自然や生活環境の優れた地方にいながら

世界にビジネスを展開できるIT産業の特性

を活かすため、IT産業を島根に集積させ、

県経済の活性化と県内雇用の増大を図る 

4億円 
(対前年＋2億円) 

「Ruby」とは、島根県松江市在住のまつ

もとゆきひろ氏が開発したオープンソー

スのプログラミング言語、日本発のプロ

グラミング言語としては初めて、平成24
年4月に国際規格（ISO）に承認 

 Rubyを利用したシステムの例 
 「楽天」の「My Rakuten」、「クックパッ

ド」の「レシピ検索サイト」など 

 県内企業と都市部のエンジニアとの交流促進 
 島根発のプログラミング言語「Ruby」を使った

ビジネス事例のコンテスト 

プログラミング言語「Ruby」 

大型燃料用チップ 製造機 
 

バイオマス発電所 

Ruby合宿実習風景 
 

➀産業の振興 



「住みやすく、活力ある島根」の実現に向けた施策 

②雇用の確保・拡大 

農業者の就業・定着総合対策 
 新規就農者への給付金の支給、UIター

ン希望者に対し就農条件と生活環境を

パッケージで提案すること等により、新た

な農業者の就業・定着を図る 

4.8億円 
(対前年＋0.2億円) 
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事業の構成 
 高校生、大学生等のインターンシップ参加経費（宿泊費等）の助成 
 IT関連技術を学ぶ大学生等のインターンシップ参加経費等の助成 
 県内企業情報の効果的な提供 
 就職活動に関する個別相談、テーマ別セミナーの実施 
 企業ガイダンス、企業見学等の実施 

県内企業の担当者と学生との交
流会「SHIMANEでつながる学生
フェスティバル」風景 

事業の構成 
 就業プランナーの設置 
 就業相談会、アグリセミナー、就農相談バスツアー、就農パッケー

ジづくり等 
 人材派遣会社を活用した集落営農組織等への雇用派遣 
 新規就農者への初期設備費軽減対策 
 半農半Xによる自営就農希望者に対する研修経費支援 
 就農を希望するものを塾で雇用し集落・地域へ派遣 
 女性農業者の経営力向上と地域活動への参画を促進するための

研修                                  ほか 

アグリセミナー風景 
50
70
90

110
130
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170
190

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

新規就農者の推移 （人） 

新卒・若年者の就労支援 
 高校生・大学生が県内企業でのインター

ンシップに参加する際の経費助成や、県

内学生の雇用拡大に取り組む企業等を市

町村と協調して支援し、新規学卒者の地

元就職・定着を図る 

1.6億円 
(対前年+0.4億円) 



「住みやすく、活力ある島根」の実現に向けた施策 

③U・Iターンの推進 

U・Iターンの推進 
 それぞれの市町村における地場産業の活性化や定住促進などの取組を支援し、地域における雇

用の場の創出と人材の定着を図る 
 県外就職者が県内企業で短期インターンする際の経費助成などにより、島根への新たな人材の流

れを生み出す 

7億円 
（対前年 +1.4億円） 

 島根県へのUIターン者数は近年、増加基調 
 県内には定住施策の成果により人口増に転じた市町村も 
（海士町など） 

 ふるさと島根定住財団を中心に、市町村や関係団体との連携によ

りUIターンを促進することでさらなるUIターン者の増加に取り組む 

事業の構成 
定住情報提供・相談 

– 島根県単独での定住相談会の開催（東京、名古屋、大阪、広島） 
– 定住アドバイザーの配置（東京、大阪、広島） 
– 人材誘致コーディネーターの配置（東京、大阪） 

産業体験（農林水産業、伝統工芸、介護）を行う者への滞在費助成 
無料職業紹介 
空き家情報の提供、市町村が行う空き家整備への助成 
お試し住宅（借り上げ住宅を移住希望者へ貸出） 

– 利用実績（2012.4～2014.10）63世帯124人 → うち22世帯37人が移住 
地域づくり活動への助成 

UIターンフェア 

産業体験（農業） 

人材誘致コーディネーター 
 東京、大阪に各1名配置 
 イベント企画等、コーディネーター自らが提案す

ることで島根県をPRし、UIターン増加につなげ

る 
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「住みやすく、活力ある島根」の実現に向けた施策 
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④結婚・子育て支援 

“平成の縁結び”応援関連事業 
 結婚に関する相談等を行う「しまね縁結びサポートセンター」の開設や、企業内結婚ボランティアの登

録・養成により、島根の若者が良いご縁を得られるよう後押し 
3億円 

（対前年 +2.9億円） 

事業の構成 
 結婚ボランティアの増員と活動支援の強化 
 結婚に関する相談、結婚ボランティアの紹介、情報提供等をワンストップで行う常設の支援センターを設置 
 企業内の結婚ボランティアの登録、養成、交流活動の支援 
 若年層への結婚、妊娠、出産、子育て等の啓発の充実 
 国の交付金を活用し、地域の実情に応じた結婚、妊娠、出産、育児の「切れ目のない支援」を県と市町村で実施 0

20
40
60
80

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（件） 結婚ボランティアによる成婚件数 

ご縁の国しまね 観光総合対策事業 
 「神々」と「ご縁」をテーマに、若者・シニア層それぞれの関心を引くPRを展開することにより、島根への

来訪者の更なる増加と、県内での消費拡大を図る 
6.7億円 
（対前年 +0.1億円） 

⑤観光振興 

 島根は、古くからの歴史・文化や、豊かな自然、落ち着いた地域社会が今も残る観光地 
 「古事記」編纂1300年、出雲大社「平成の大遷宮」を契機に、島根の魅力を全国に発信する観光総合対策

事業を展開（H22～H25年度「神々の国しまね」プロジェクト、H26年度～「ご縁の国しまね観光総合対策事

業」） 
 平成27年度からはプロモーションイメージキャラクターに青柳翔（劇団EXILE）、AKIRA（EXILE）、小林直

己（EXILE/三代目JSoulBrothers）を起用し、幅広い層へのPRを展開 
 

出雲大社 



５ 起債運営について 



地元金融機関引受 
 

【新発債】 
10年債 232億円  

【借換債】 
13年債   35億円 
10年債   315億円 

全国型市場公募債 
 

【新発債】 
30年債 120億円 
5年債 102億円 

【借換債】 
5年債 198億円 

県債資金調達の推移 

 長期的・安定的資金確保のため、平成18年度から全国型市場公募債を導入 
 平成21年度から全国型市場公募債の発行額を増やしており、平成26年度は420億円を発行 

借入先別県債発行額の推移 
（億円） 
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H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

その他（国の予算貸付など） 市場公募債(新発債) 
市場公募債(借換債) 市中銀行・その他金融機関(新発債) 

住民参加型市場公募債 
(H14)10億円 (H15)20億円 
(H16)20億円 (H17)30億円 

全国型市場公募債    
(H18～H20)100億円  (H21～H22)200億円  
(H23)400億円  (H24)300億円 
(H25)300億円  (H26)420億円 



  
発行実績 

H27発行予定 
H25 H26 

発行額 200億円 100億円 200億円 120億円 100億円 100億円 100億円程度 

発行月 11月 3月 11月 2月 3月 9月以降 11月以降 

年限 
5年：100億 
10年：100億 
満期一括償還 

5年満期 
一括償還 

5年満期 
一括償還 

30年満期 
一括償還 

5年満期 
一括償還 

30年満期 
一括償還 

5年又は10年 
満期一括償還 

形態 シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 

主幹事 
方式 

シ団引受 
方式 

主幹事 
方式 

シ団引受 
方式 

全国型市場公募地方債の発行 

銀行団（5） 

山陰合同銀行 

みずほ銀行 

新生銀行 

三井住友銀行 

島根県信用農業協同組合連合会 

証券団（14） 

 大和証券 

 SMBC日興証券 

 野村證券 

 みずほ証券 

 東海東京証券 

 三菱UFJモルガン・スタンレー証券 

 岩井コスモ証券 

 岡三証券 

 モルガン・スタンレーMUFG証券 

 あおぞら証券 

 SMBCフレンド証券 

 ゴールドマン・サックス証券 

 丸三証券 

 クレディ・スイス証券 

島根県平成26年度公募公債引受シンジケート団 編成表 

  
発行実績 

H18~H20 H21 H22 H23 H24 

発行額 100億円 200億円 200億円 200億円 200億円 200億円 100億円 

発行月 11月 11月 11月 11月 3月 11月 3月 

年限 5年満期 
一括償還 

5年満期 
一括償還 

10年満期 
一括償還 

5年：100億 
10年：100億 
満期一括償還 

5年満期 
一括償還 

5年：100億 
10年：100億 
満期一括償還 

5年満期 
一括償還 

形態 シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 

シ団引受 
方式 
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お問い合わせ先 

〒 690-8501 松江市殿町1番地 

TEL：0852-22-5036  FAX：0852-22-6264 
e-mail：zaisei@pref.shimane.lg.jp 

URL：http://www.pref.shimane.lg.jp/zaisei/ 

島根県総務部財政課予算第二グループ 
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